
混迷の令和時代、人口 100 万政令指定都市における食肉センターの在り方 
 【マクロ╱時代認識】～世界的リスク多発、いまは「平時でなく、有事」の時代～ 

（国際情勢、農業╱食料政策（食の安全保障）の観点から） 
〇地政学リスク―欧米諸国とロシアの対立、ＢＲＩＣＳの台頭、中東╱東アジア情勢の混乱 
  ▽影響：エネルギー、食料、飼料、肥料の価格急騰╱調達難、国際的な供給網の混乱 
〇感染症╱家畜疾病リスク―感染流行、行動制限に伴う経済停滞と物流網の混乱 

▽影響：外国人材、訪日観光客らの増加に伴う感染症と家畜疾病の蔓延リスク 
〇気候変動リスク―気候変動に伴い自然災害が世界各地で頻発、 

▽影響：農作物の作況悪化、動植物の分布変化、国際的な供給網の混乱╱調達難 
〇金融リスク―膨張する国際金融市場、ドル基軸通貨の行方、円安の加速 

▽影響：物価高騰、飼料・食料、燃料等の価格高騰╱値上がりに対する物資の調達難 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
業界の共通認識「すでに海外から食料、エネルギーが安価に、安定的に調達できる時代は終わった」。 

平和ボケの終焉。時代の節目に「食料、燃料」は水と同じ市民生活に不可欠な平時の社

会インフラとして大局的な議論が必要。特に食料基盤に乏しい北九州市が今後、持続的な

発展╱成長を遂げるには郊外・農業地域の周辺自治体と互恵関係による広域連携を図り未来

的思考で食・農業の産業振興を戦略的にデザインしていくことが不可欠である。 
【参考１】24 年通常国会 改正「食料・農業・農村基本法」 
食料供給困難対策法案など関連３法案―有事に備え、食料の安全保障の問題がテーマ 
【参考２】食料のコメより産業のコメ？TSMC 進出の熊本県、強引な国策で農地売却加速 

ＪＡ熊本経済連が木村知事に農家支援や減少する農地代替地について要望書 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
【未利用資源の宝庫、秘める食肉処理施設の多面的機能】安全性だけでない、その役割 
① 土台、基礎的な役割╱機能 
衛生的な食肉の流通、市民の健康増進、農畜産業の振興、地域の雇用対策ほか 
②観光資源 「肉」は国内外から観光客を招く有力なコンテンツ 
 地域活性化：新鮮な食肉╱内臓流通による「焼肉の街」、場外市場、ふるさと納税ほか、 
③ エネルギー、飼・肥料の代替・補完素材 

「資源に乏しい我が国で食肉センターはある意味、未利用資源の『都市鉱山』である」 
◆肉骨粉（骨くず肉などの非可食部位を加熱処理）―飼料・肥料への利用拡大 

飼料：牛骨粉はＢＳＥによる飼料規制が段階解除、鶏・豚等用への再開が始まる見通し 
 肥料：肉骨粉はリン酸が豊富な有機質肥料に利用される 
◆動物油脂脱炭素・低炭素社会を迎える中で航空分野では温室効果ガス削減制度が 27 年か

ら義務化される見通し。このなか石油など化石由来の資源に頼らないＳＡＦ燃料が注目。

原材料は食用廃油、動物油脂ほか。主要航空会社の目標では 30 年にＳＡＦ比率を 10％に。 
◆その他（血液など）海外では医療用資源として動物由来の血液製造の利活用が進む。 



畜産と食肉センターの現状（ファクト）
農畜産業振興機構２４年６月号「畜産の情報」から

【我が国の畜産における産地と消費地の基本構造と関係】

〇農場（家畜）は都市化の進展や環境規制、地球温暖化など時代の変遷に伴い郊外地や標高の
高い冷涼な山間地に集約されつつある。

〇食肉処理場における広域集荷の概念（周辺自治体との相互補完の関係）はすでに４０年前から
一般的（北九州市の八幡、小倉、隣接の直方など合併経緯も同じ）

〇福岡市は北九州市同様、市内の農家や市内の利用業者は少数か、ほぼいない、

牛や豚は鮮魚・青果と違い生体のまま食せない。なぜ１００万人規模の政令指定都市
に畜産バリューチェーンの食肉処理場が社会インフラとして不可欠か、他の政令指定
都市の存続理由を踏まえ食料安全保障の観点から大局的に考える必要がある。

【ポイント】
〇近年、１食肉施設当たりの潜
在的な集荷頭数は増えている

〇稼働率は施設の機能、魅力な
ど内的要因で大きく異なる

例：福岡食肉市場（福岡市）の年間処理数
牛：２万８千頭（処理能力の上限）、九州最大
豚：１２万頭（処理能力のほぼ上限に）










